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研究目的

高齢化社会における周術期合併症の増加と医療費増大は大きな課題であり，予防的介入の重要性が認識され

ています。これまでの研究では，術前の栄養状態改善や運動介入が周術期合併症の予防に有効であることが示

唆されています。また，スマートフォンアプリを用いた健康管理プログラムが生活習慣病の予防や健康増進に

効果的であることが報告されています。しかし，普段の生活習慣の変換を促す健康事業と病院が連携した予防

的介入の効果を評価した研究はまだ報告がありません。本研究では，山形大学医学部附属病院と山形市健康ポ

イント事業SUKSKを連携させた予防的介入プログラムの効果を評価します。具体的には，待機的手術予定患

者500名を対象に，SUKSKアプリを用いた運動・栄養指導を実施し，従来の周術期管理のみの対照群と比較し

ます。主要評価項目は周術期合併症発生率で，介入群で20%の減少を目指します。副次評価項目として，術後

１年時点での生命予後の10%改善を設定します。これにより，高齢者の周術期管理における新たな予防的介入

モデルの有効性を明らかにし，その普及可能性を検討します。

研究実施計画の大要

この研究実施計画では，準備期間を設けて研究の基盤を整備した後，約１年間の介入・データ収集期間を設

定しています。2024年２月から市役所の担当者との打ち合わせを開始し，山形市保健所との連携体制はすでに
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構築しています。現在は，データ管理システムの構築と研究プロトコルの詳細な設計，倫理委員会への申請を

行っています。介入・データ収集期間は2025年１月〜2025年８月とします。対象患者のリクルートと同意取

得を行い，「山形市健康ポイント事業」への参加促進と継続的な支援をつづけます。また，手術前後の臨床デー

タとポイント事業のデータ収集を行います。データ解析・評価期間は2025年１月〜2025年12月とします。収

集したデータの統計解析と結果の解釈を行います。また，周術期合併症とポイント事業参加の関連性の評価や

参加者のウェルビーイングの変化の評価，研究成果のまとめと公表の準備を行います。研究成果の発表・普及

を2025年10月以降に行います。学術論文の投稿と学会発表，シンポジウムや講演会の開催，研究成果に基づ

く周術期ケアの改善提案，他の医療機関への普及・連携の推進を行います。

Ⅰ　緒　言

１．研究の背景

我が国における人口の急速な高齢化の進行に伴い，日常的な身体活動量の低下は健康寿命の延伸な

らびに生活の質（Quality of Life: QOL）の向上に対して深刻な影響を及ぼしている現状が指摘され

ている。特に，手術を受ける患者が高齢化する場合には，回復には時間がかかり周術期合併症の発生

率が高いことが示されている。

高齢化社会における周術期合併症の増加と医療費増大は大きな課題であり，予防的介入の重要性が

認識されている。これまでの研究では，術前の栄養状態改善や運動介入が周術期合併症の予防に有効

であること１），また，スマートフォンアプリを用いた健康管理プログラムが生活習慣病の予防や健康

増進に効果的であることが報告されている２）。

しかし，周術期に短期的に介入することで周術期合併症を減らすことができる可能性はあるが，健

康志向は個々人によって大きく異なるため，強力な介入が終了すると元の生活習慣に戻ってしまう問

題が生じている。また，従来の健康増進施策においては，各種事業への参加状況と実際の健康行動と

の間に生じる乖離が重要な課題となっており，住民の実際の行動実態を客観的かつ継続的に把握する

効果的な仕組みの構築が強く求められている。

特に，健康志向の高い住民と低い住民の間には健康行動に関する顕著な格差が存在し，後者への効

果的なアプローチ手法の確立が急務となっている。歩数は，客観的かつ継続的な取得が可能であり，

かつ住民にとって理解しやすく受け入れやすい指標として位置づけられるが，健康的な生活を進めて

いくためには食事（Ｓ），運動（Ｕ），休養（Ｋ），社会（Ｓ），禁煙・受動喫煙防止（Ｋ）の５つの項

目が重要と言われており，頭文字をキーワードとした「SUKSK（スクスク）生活」を山形市は提唱し

ている。

SUKSKアプリは2021年から利用開始されており，人口約25万人の山形市において人口の約８%程
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度に相当する２万人以上（2025年10月時点）が登録するアプリケーションである（図１）。市民・県

民の健康増進を底上げする行政と連携することで，周術期における治療効果を検証できる可能性があ

る。その活動による具体的な健康効果を検証し，さらなる健康増進活動に繋げられるような活動が急

務であり，科学的検証が求められている。

従来の健康増進施策における主要課題

・参加状況と実際の健康行動の乖離

・健康志向の低い住民層へのアプローチ不足

・客観的データに基づく評価システムの不備

・歩数活動の包括的健康効果に関するエビデンス不足

２．研究目的

本研究は，山形市健康ポイント事業（SUKSK）と高度医療機関である山形大学医学部附属病院との

連携により，住民および患者の日常生活における健康行動を客観的に把握・可視化し，その特性を詳細

に分析することを主たる目的として実施された。特に以下の６点を重要な検討事項として位置づけた：

１．手術周術期における歩数変化の定量的評価

２．周術期合併症などの定量的評価

３．自己申告データと客観的測定データの信頼性比較検証

４．健康ポイント事業参加者の行動特性分析

５．健康志向の低い住民層への効果的介入戦略の検討

６．歩数を用いた健康活動の具体的効果の実証的評価

図 1

図1
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Ⅱ　研究方法

１．研究デザインと実施期間

本研究は，医療機関と地方自治体の連携による前向きコホート研究として設計し，令和７年３月か

ら令和７年10月までの８か月間で実施した。手術予定患者を主要対象とし，SUKSKアプリによる客

観的歩数測定と自己申告データの比較検証を行った。

今回対象となる方は大きく３つの群に分けることができる。１つ目は，山形市健康推進課が2021年

からSUKSKアプリの利用を推奨しているため，我々がアプローチする前からSUKSKアプリを使用し

ていた群（既SUKSKインストール群），２つ目は今回新規でSUKSKアプリケーションを使用するよ

うになった群（新規SUKSKインストール群），３つ目は今回介入することが全くできなかった群

（SUKSKインストール協力不可対照群）である。

本研究は，山形大学医学部倫理審査委員会からの承認を得て実施した（承認番号：2024-204）。

２．普及・登録促進活動の実施

　２－１　院内における取り組み

院内レストラン（SUNDAYレストラン）において，SUKSK関連メニューの提供を通じた患者およ

び職員に対する周知活動を実施した（令和７年３月，図２）。山形大学医学部附属病院飯田事業所とし

てのSUKSK団体登録を完了し（令和７年１月），山形市との密接な連携の下でフライヤーの作成・配

布を行った（令和７年５月，図３）。また，入院説明の際にもフライヤーを提示し，複数回のアプロー

チを採用した（令和７年９月）。

　２－２　外来・入院患者に対する働きかけ

山形市長定例記者会見におけるプレスリリース（令和７年２月26日，図４），山形新聞朝刊への記

事掲載（令和７年２月27日）を通じた広報活動を展開した。整形外科および呼吸器外科外来における

ポスター掲示，病院ホームページトップ画面での周知活動（令和７年６月６日）を実施した。さらに，

アプリケーションインストール支援体制の強化を目的として，学生アシスタントを雇用し，きめ細か

な支援体制を構築した。居住地域が山形市外の方に対しては，山形県庁が運営しているアプリケーショ

ン（aruku &）の導入も支援した。

３．統計学的解析方法

連続変数については正規性を評価したのち，平均値（標準偏差）あるいは中央値（四分位範囲）で

表記し，カテゴリー変数については度数および百分率で表記した。群間比較には，連続変数について

はｔ検定，カテゴリー変数についてはカイ二乗検定またはFisherの正確確率検定を用いた。手術前後

歩数変化の分析には対応のあるｔ検定およびWilcoxon符号順位検定を適用し，自己申告データと客
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観的データの関連性評価にはPearson相関係数を算出した。統計学的有意水準はp<0.05とし，すべて

の解析はR software version 4.3.1を使用して実施した。
図2

図3

図 2

図 4

図 3

図4
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Ⅲ　研究結果

１．研究対象者の基本特性と歩数活動効果

当初の想定ではインストール方が患者の約８%程度を想定していたが，実際には2.3%（68例／2,843

例，８ヶ月）しかインストールされている方がいなかった。研究開始初期にこの事実が判明したため

普及・登録促進活動の実施に力を入れたが，登録者数は伸びず，実際に患者からの声を聞くと「始め

るのには抵抗がある」などの意見を頂くこともあった。

最終的には，予定手術症例2,843例中，既SUKSKインストール群68例，新規にインストールを検討

したものが273例，SUKSKアプリやaruku&をインストール意思がない群1,386例となった。その中

で研究の同意をいただいた方やIDを特定した方を解析対象とした（図５）。

既SUKSK同意取得群（SUKSK群）41例とSUKSK協力不可症例特定可能群（非SUKSK群）428例

の基本特性比較を実施し，歩数活動による健康行動への波及効果を分析した。２群間で年齢と身長体

重，１日の歩数（自己申告），手術の内容に差を認めなかったが，性別と運動時間，睡眠時間に差を認

めた。SUKSK群の方が女性が多く健康志向が高い症例が多かった（表１）。

2025年3月1日-10月31日
予定手術症例2843例

18歳未満 378件
脳神経外科 166件

スクリーニング対象外
(認知機能や歩行機能障害) 572例

既SUKSK
インストール群

68例

同意取得不可群
既SUKSK 27 例
新規SUKSK 189例

スクリーニングデータ収集対象
1727例

既SUKSK
同意取得群

41例

新規SUKSK
同意取得群

84例

SUKSK協力不可
症例特定不能群

958例

SUKSK協力不可
症例特定可能群

428例

新規SUKSK
インストール可能群

273例

SUKSKインストール協力不可
対照群
1386例

図5

図 5
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  1 

表 1.  SUKSK 参加群と⾮参加群における患者背景および⽣活習慣の⽐較 

変数 SUKSK 群  
(n=41) 

⾮ SUKSK 群  
(n=428) 

p 値 

年齢 (歳) 55.5 (14.9) 56.7 (19.1) 0.66 
男性 (n, %) 14 (34.2%) 182 (42.5%) 0.035 
⾝⻑ (m) 161.6 (7.6) 161.8 (9.0) 0.85 
体重 (kg) 60.4 (10.6) 60.9 (12.4) 0.55 
歩数 (歩) 5473 (2490) 4870 (2572) 0.17 
⼀週間の運動時間(n, %)   0.0002 

2 時間以下 11 (26.8%) 100 (23.4%)  

2ー4 時間 8 (19.5%) 44 (10.3%)  

4ー6 時間 3 (7.3%) 16 (3.7%)  

6ー7 時間 4 (9.8%) 16 (3.7%)  

7 時間以上 6 (14.6%) 17 (4.0%)  
不明 9 (22.0%) 235 (55.0%))  

睡眠時間 (n, %)   < 0.0001 

4 時間以下 0 (0%) 4 (0.9%)  

4―5 時間 0 (0%) 21 (4.9%)  

5―6 時間、10 時間以上 13 (31.7%) 56 (13.1%)  

6ー7 8 (19.5%) 75 (17.5%)  

7ー9 10 (24.4%) 41 (9.6%)  

9―10 時間 1 (2.4%) 2 (0.5%)  
不明 9 (21.9%) 229 (53.5%))  

喫煙歴 (n, %)   < 0.0001 

今も吸っている 9 (0%) 4 (0.9%)  

1 年以内でやめた 0 (0%) 30 (7.0%)  

1-5 年ない 0 (0%) 8 (1.9%)  

5 年以上ない 16 (39.0%) 73 (17.0%)  

⼀度もない 16 (39.0%) 85 (19.9%)  
 不明 9 (21.9%) 228 (53.3%))  
診療科   0.15 
 腹部外科 5 (12.2%) 49 (11.3%)  
 呼吸器外科 6 (14.6%) 74 (15.4%)  
泌尿器科 3 (7.3%) 53 (12.3%)  

 形成外科 3 (7.3%) 7 (1.5%)  
 ⻭科⼝腔外科 0 (0%) 24 (5.0%)  
 整形外科 3 (7.3%) 24 (8.4%)  

表 1　SUKSK参加群と非参加群における患者背景および生活習慣の比較
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２．周術期合併症などの定量的評価

周術期合併症の発生状況について，SUKSK群と非SUKSK群の間で詳細な比較分析を実施した（表

２）。主要評価項目である在院日数，呼吸器合併症発生率，その他の術後合併症について統計学的検討

を行った結果，在院日数はSUKSK群で平均8.3±4.2日，非SUKSK群で平均9.1±5.7日であり，両群間

で統計学的有意差は認められなかった（p=0.396）。手術内容で層別化しても同様の結果であった。そ

の他の周術期合併症（創部感染，深部静脈血栓症，心血管系合併症等）についても，発生率に統計学

的有意差は認められなかった。術後90日死亡率に関しても差を認めなかった。

３．健康志向の低い住民層の特性分析

SUKSK事業への参加を選択しなかった428例（非SUKSK群）の詳細分析を実施し，健康志向の低

い住民層の特徴と介入優先度を整理した（表３）。本群は全体の91.2%（428／469名）を占めていた。

非SUKSK群428例の内訳は，全手術症例の48.7%（1,386／2,843例）がSUKSKアプリへの興味を示

さなかった。

非SUKSK群の性別構成は男性62.1%，女性37.9%であり，SUKSK群（男性46.3%，女性53.7%）

と比較して男性の占める割合が高かった。年齢分布については両群間で有意差は認められなかった

（p=0.152）。

健康行動に関する質問項目において，非SUKSK群では「不明」回答率が高く，運動時間55.0%，睡

眠時間53.5%，喫煙歴53.3%がそれぞれ「不明」と回答した。これに対しSUKSK群では運動時間

12.2%，睡眠時間9.8%，喫煙歴14.6%の不明回答率であった。自己申告歩数についても，非SUKSK

群では回答率が67.3%（288／428例）にとどまり，SUKSK群の95.1%（39／41例）と比較して低値

を示した（p<0.001）。

当初想定していた患者の約８%程度のインストール率に対し，実際のインストール率は2.3%（68例

／2,843例）であった。患者への聞き取り調査では，「一人で始めるのには抵抗がある」（n=45），「今

は手術に集中して落ち着いていたい」（n=50），「時間がない」（n=42）などの意見が得られた。新規

インストールを検討した273例のうち，最終的にインストールを完了したのは84例（30.7%）であり，

検討者の約70%がインストールに至らなかった。

  2 

 

 

 

 

年齢、⾝⻑、体重、1 ⽇の歩数および予定⼿術時間は平均値（SD: 標準偏差）で⽰した。カテゴ

リ変数は⼈数（割合）で⽰した。群間⽐較には、連続変数には Student の t 検定 を、カテゴリ変

数には χ²検定または Fisher の正確確率検定 を⽤いた。p 値 < 0.05 を統計学的有意差ありとし

た。SUKSK 群は⼭形市健康ポイント事業「SUKSK」アプリを使⽤している患者、⾮ SUKSK 群

は使⽤していない患者と定義した。 

 産婦⼈科 8 (19.5%) 56 (14.4%)  
 ⽿⿐咽喉科 7 (17.1%) 37 (9.4%)  
 その他 6 (14.7) 74 (22.3)  
予定⼿術時間 (時間, SD) 2.5 (1.3) 3.3 (2.0) 0.002 

年齢，身長，体重，１日の歩数および予定手術時間は平均値（SD: 標準偏差）で示した。カテゴリ変数は人数（割
合）で示した。群間比較には，連続変数にはStudentのｔ検定を，カテゴリ変数にはχ² 検定またはFisherの正確確
率検定を用いた。ｐ値 < 0.05を統計学的有意差ありとした。SUKSK群は山形市健康ポイント事業「SUKSK」アプ
リを使用している患者，非SUKSK群は使用していない患者と定義した。
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表 2. ⼿術内容毎にみた SUKSK 参加群と⾮参加群における⼊院転帰および周術期アウトカムの⽐較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変数 SUKSK 群 
(n=41) 

⾮ SUKSK 群 
(n=428) 

p 値  

腹部外科    
  在院⽇数（IQR） 12.0 (6.0-16.0) 13.0 (11.0-23.5) 0.65 
  低酸素⾎症（最低 SpO₂ < 90）：n/N（%） 1/5 (20.0%) 8/49 (16.3%) 1 
  死亡退院：n（%） 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 
呼吸器外科    
  在院⽇数（IQR） 5.5 (4.0-7.2) 5.0 (4.0-7.0) 0.98 
  低酸素⾎症（最低 SpO₂ < 90）：n/N（%） 0/6 (0.0%) 18/74 (24.3%) 0.32 
  死亡退院：n（%） 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 
泌尿器科    
  在院⽇数（IQR） 8.0 (6.5-11.0) 10.0 (7.0-12.2) 0.48 
  低酸素⾎症（最低 SpO₂ < 90）：n/N（%） 1/3 (33.3%) 4/53 (7.5%) 0.49 
  死亡退院：n（%） 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 
形成外科    
  在院⽇数（IQR） 10.0 (10.0-11.0) 6.0 (3.5-9.5) 0.30 
  低酸素⾎症（最低 SpO₂ < 90）：n/N（%） 0/3 (0.0%) 1/7 (14.2%) 1 
  死亡退院：n（%） 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 
⻭科⼝腔外科    
  在院⽇数（IQR） 3.0 (3.0-3.0) 4.0 (3.0-13.5)  
  低酸素⾎症（最低 SpO₂ < 90）：n/N（%） 0/0 (0.0%) 2/24 (8.3%) 1 
  死亡退院：n（%） 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 
整形外科    
  在院⽇数（IQR） 22.5 (13.5-24.5) 19.5 (15.2-25.8) 0.87 
  低酸素⾎症（最低 SpO₂ < 90）：n/N（%） 2/3 (66.6%) 17/24 (70.8%) 0.69  

  死亡退院：n（%） 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1  

産婦⼈科     

  在院⽇数（IQR） 9.0 (5.5-11.0) 9.0 (6.0-11.0) 0.84  

  低酸素⾎症（最低 SpO₂ < 90）：n/N（%） 2/8 (25.0%) 9/56 (16.0%) 0.70  

  死亡退院：n（%） 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1  

⽿⿐咽喉科     

  在院⽇数（IQR） 8.0 (7.0-10.0) 7.0 (7.0-9.0) 0.37  

  低酸素⾎症（最低 SpO₂ < 90）：n/N（%） 1/7 (14.3%) 5/37 (13.5%) 1  

  死亡退院：n（%） 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1  

その他     

  在院⽇数（IQR） 13.5 (12.8-14.2) 20.5 (16.8-24.2) 0.1398  

  低酸素⾎症（最低 SpO₂ < 90）：n/N（%） 0/6 (0.0%) 21/74 (28.4%) 0.5088  

  死亡退院：n（%） 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1  

表 2　手術内容毎にみたSUKSK参加群と非参加群における入院転帰および周術期アウトカムの比較
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４．手術前後における歩数変化の詳細分析

十分な歩数データが取得された29名の手術予定患者を対象として，手術前後の歩数変化を詳細に分

析した（表４）。

手術前後７日間の比較では，平均歩数の有意な減少（平均変化率-21.5%，p<0.001）が認められた。

患者の回復パターンは多様であり，37.9%で大幅減少，34.5%で安定，20.7%で増加を示し，個別化

アプローチの必要性が明らかになった。

表 3　SUKSK非参加者に多く認められた健康志向の低さに関連する特性の整理

表 4　手術前後における7日および30日平均歩数の変化表 4. ⼿術前後における 7 ⽇および 30 ⽇平均歩数の変化 

本表は、同⼀対象者における⼿術前後の平均歩数の変化を⽐較したものである。30 ⽇
平均歩数および 7 ⽇平均歩数は、それぞれ該当期間における 1 ⽇あたりの平均歩数を
⽰し、平均値 (SD: 標準偏差)で⽰した。⼿術前後の⽐較には対応のある統計学的検定
を⽤いた。p 値 < 0.05 を統計学的有意差ありとした。 

評価項⽬ ⼿術前 ⼿術後 p 値 
30 ⽇平均歩数（歩, SD） 4,665 (4,551) 3,989 (4,635) 0.111 
7 ⽇平均歩数（歩, SD） 4,360 (4,451) 2,960 (4,169) <0.001 

本表は，同一対象者における手術前後の平均歩数の変化を比較したものである。30日平均歩数および７日平均歩数
は，それぞれ該当期間における１日あたりの平均歩数を示し，平均値（SD: 標準偏差）で示した。手術前後の比較
には対応のある統計学的検定を用いた。ｐ値 < 0.05を統計学的有意差ありとした。

各診療科ごとに，SUKSK参加群と非参加群における在院日数，低酸素血症および死亡退院の有無を比較した。在院
日数は中央値（四分位範囲［IQR］）で示した。低酸素血症は，手術後72時間以内に最低SpO₂が90％未満となった
症例として定義し，該当例数／評価可能症例数（割合）で示した。死亡退院は入院中死亡の有無を示す。群間比較
には，在院日数についてはWilcoxon符号順位検定を，カテゴリ変数についてはχ² 検定またはFisherの正確確率検
定を用いた。ｐ値 < 0.05を統計学的有意差ありとした。

表 3. SUKSK ⾮参加者に多く認められた健康志向の低さに関連する特性の整理 
 

 
本表は、SUKSK 事業への参加が進まなかった、あるいは健康志向が低いと考えられた対象者について、現場での観察結果および SUKSK デ
ータをもとに、その特性を質的に整理したものである。⼼理特性、社会的背景、⽣活背景の 3 つの観点から分類し、各特性について具体的な
⾏動・発⾔例および SUKSK 事業との関連を⽰した。本解析は量的⽐較を⽬的としたものではなく、今後の介⼊設計および⽀援体制構築に資
する探索的整理である。 

分類軸 特性 具体的内容・観察所⾒ SUKSK データ・現場との対応 
⼼理特性 変化への抵抗感 新しいこと（アプリ導⼊）への⼼理的ハードル 「インストールが⼤変」「他のアプリを使⽤中」 

情報リテラシー 
デジタルリテラシーが低い スマホ操作に不安／QR コード読み取りが困難 ⾼齢者・独居⾼齢者に多い 
健康情報の理解が抽象的 歩数・METS など数値の意味が理解されにくい ⾏動変容に結びつかない 

社会的背景 
社会参加が少ない 外出・地域活動が少ない／退職後で役割喪失 SUKSK の社会参加要素が弱く作⽤ 
⽀援者がいない 家族・同居者の関与が少ない インストール⽀援が不可⽋ 

⽣活背景 不健康⾏動の併存 喫煙継続・睡眠時間の極端な不⾜または過剰 健康⾏動が複合的に崩れている 

本表は，SUKSK事業への参加が進まなかった，あるいは健康志向が低いと考えられた対象者について，現場での観察結果および
SUKSKデータをもとに，その特性を質的に整理したものである。心理特性，社会的背景，生活背景の３つの観点から分類し，各特
性について具体的な行動・発言例およびSUKSK事業との関連を示した。本解析は量的比較を目的としたものではなく，今後の介
入設計および支援体制構築に資する探索的整理である。
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５．自己申告データと客観的データの比較検証

術前と術後の両データが取得可能であった30名の患者を対象として，データ品質の比較検証を実施

した（表５）。自己申告データの70%で過大報告傾向が認められ（平均1,385歩の差），客観的測定と

の相関は高い（r=0.736）ものの，客観的測定の重要性が実証された。

Ⅳ　考　察

１．手術周術期における歩数変化の定量的評価

本研究結果は，SUKSKプログラムがプレハビリテーション（術前リハビリテーション）として機能

していることを示唆している。周術期合併症を分類別に詳細分析すると，興味深い傾向が観察される。

呼吸器合併症については，SUKSK群で禁煙率が高く（５年以上禁煙：39.0% vs 17.0%），理論的には

呼吸器合併症のリスク軽減が期待される。しかし，実際の合併症発生率では統計学的有意差は認めら

れなかった。

これは，現在の禁煙状況の効果が周術期という短期間では十分に反映されないこと，または他の交

絡因子（年齢，基礎疾患，術式の違い等）の影響が大きいことを示唆している。長期的な禁煙の効果

は，より長期間の追跡観察により明らかになる可能性がある。また，小侵襲な手術が増加しており合

併症発生率が低下していることによりマスクされている可能性がある。

SUKSK参加者では歩数増加傾向だけでなく，運動習慣，睡眠パターン，禁煙行動など多面的な健康

指標が高い結果が認められた。これらの差異は必ずしもSUKSKプログラムの介入効果ではなく，も

ともと健康意識の高い個人がSUKSKに自己選択で参加した結果である可能性が高い。いわゆる「健

康な利用者効果（healthy user effect）」により，SUKSK群では介入前から良好な健康行動を有して

いた可能性を考慮する必要がある。

表 5　自己申告による歩数データとSUKSKアプリによる客観的歩数データの一致性および品質評価

表 5. ⾃⼰申告による歩数データと SUKSK アプリによる客観的歩数データの⼀致性
および品質評価 
 

 
本表は、対象者が⾃⼰申告した平均歩数と、SUKSK アプリにより客観的に計
測された平均歩数を⽐較し、データ品質および⼀致性を評価した結果を⽰す。 
歩数は平均値 (SD: 標準偏差)で⽰した。⾃⼰申告歩数とアプリ計測歩数の関
連性は相関係数（r）により評価した。また、⾃⼰申告値と客観値の平均差を算
出し、⾃⼰申告による過⼤報告の傾向を⽰した。p 値 < 0.05 を統計学的有意
差ありとした。 

評価項⽬ 測定値 統計 
⾃⼰申告平均歩数（歩, SD） 5,633 (2,498) p=0.003 
SUKSK アプリ平均歩数（歩, SD） 4,248 (3,599) r=0.736 
平均差異（⾃⼰申告-アプリ） 1,385 歩 70%過⼤報告 

本表は，対象者が自己申告した平均歩数と，SUKSKアプリにより客観的に計測された平均歩数を比較し，データ品
質および一致性を評価した結果を示す。
歩数は平均値（SD: 標準偏差）で示した。自己申告歩数とアプリ計測歩数の関連性は相関係数（ｒ）により評価し
た。また，自己申告値と客観値の平均差を算出し，自己申告による過大報告の傾向を示した。ｐ値 < 0.05を統計学
的有意差ありとした。
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２．健康志向の低い住民層への段階的アプローチ戦略

非SUKSK群428名の特性分析により，健康志向の低い住民層の特徴が明らかになった。この群では

運動時間（55.0%），睡眠時間（53.5%），喫煙歴（53.3%）について「不明」回答が過半数を占めて

おり，健康情報への関心の低さや健康行動への消極的態度が示唆される。

このような健康志向の低い住民層に対しては，従来の一律的な健康教育アプローチではなく，段階

的で個別化された介入戦略が必要である。行動変容理論とポピュレーションアプローチの知見に基づ

き，以下の３段階戦略が有効である可能性がある（表６）。

第１段階：バリア除去アプローチ

健康行動の社会的決定要因に着目し，参加障壁を体系的に除去する。デジタルデバイドの解消，情

報アクセスの平等化，経済的負担の軽減が重要である。本研究の非SUKSK群において不明回答率が

高いことは，情報提供への消極的態度を示唆しており，まずは健康情報への接触機会を増加させる必

要がある。

　第２段階：動機強化アプローチ

行動変容理論（トランスセオレティカルモデル）に基づき，個人の変容ステージに応じた介入を実

施する。特に前熟考期から熟考期への移行を促進するため，個別化された健康リスク評価と具体的利

益の提示が効果的である。SUKSK群で認められた運動時間の改善を参考に，段階的目標設定による成

功体験の積み重ねを重視する。

表 6　健康志向が低い層を対象とした段階的介入戦略

本表は，本研究で得られた定量的解析および現場観察の結果を踏まえ，健康志向が低い住民層に対
して有効と考えられる段階的な行動変容支援アプローチを整理したものである。参加初期の心理的・
技術的障壁を低減する段階（第１段階），内発的動機付けを高める段階（第２段階），および行動の
習慣化を支援する段階（第３段階）から構成され，それぞれの段階において具体的な介入施策を示
した。本アプローチは探索的・実装志向の提案であり，今後の地域健康施策およびデジタル健康介
入の設計に資することを目的としている。

表 6. 健康志向が低い層を対象とした段階的介⼊戦略 

本表は、本研究で得られた定量的解析および現場観察の結果を踏まえ、健康志
向が低い住⺠層に対して有効と考えられる段階的な⾏動変容⽀援アプローチを
整理したものである。参加初期の⼼理的・技術的障壁を低減する段階（第 1 段
階）、内発的動機付けを⾼める段階（第 2 段階）、および⾏動の習慣化を⽀援
する段階（第 3 段階）から構成され、それぞれの段階において具体的な介⼊施
策を⽰した。本アプローチは探索的・実装志向の提案であり、今後の地域健康
施策およびデジタル健康介⼊の設計に資することを⽬的としている。 

段階 アプローチ名 具体的施策 
第 1 段階 参加障壁の除去 • スマホ操作⽀援教室の開催  

• QR コード読み取りによるワンステップ登録  
• 公⺠館・商業施設での登録サポート 

第 2 段階 動機付け強化 • ⽇単位での⼩さな達成感提供  
• 地域コミュニティとの連携による仲間づくり  
• 現在レベル+500 歩程度の現実的⽬標設定 

第 3 段階 習慣化⽀援 • 週次・⽉次の進捗可視化  
• 3 ヶ⽉単位での⽬標更新  
• ウォーキングイベント 
• 健康教室との連携 
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　第３段階：習慣化支援アプローチ

行動経済学の知見を活用し，持続可能な健康行動の定着を図る。ナッジ理論の応用，社会的支援ネッ

トワークの構築，環境整備による行動促進が中核となる。SUKSK群で観察された多面的健康行動の改

善パターンを参考に，相互強化的な行動変容プログラムを設計する。

３．研究の限界と今後の課題

本研究には重要な方法論的限界が存在する。第一に，準実験的コホート研究デザインのため，観察

された関連性から因果関係を確定することができない。第二に，SUKSK群のサンプルサイズが41名

と相対的に小さく，統計学的検出力が制限されている可能性がある。

最も重大な限界は選択バイアスの存在である。もともと健康意識の高い個人がSUKSKに自己選択

で参加している可能性が高く，いわゆる「健康な利用者効果（healthy user effect）」により，観察さ

れた群間差異が介入効果ではなく参加者の本来的特性による可能性がある。

これらの限界を克服し，市民参加型健康促進事業の真の効果を評価するため，複数の研究アプロー

チが必要である。最優先課題は市民にいかに健康意識を持ってもらい，持続可能な健康的な活動に取

り組んでもらえるかである。このため，行動変容理論に基づいた介入設計と，参加者の動機・準備性

段階に応じた個別化アプローチが重要となる。同時に，前向きランダム化比較試験による因果関係の

確立も必要であり，介入前の健康行動ベースライン評価を充実させ，健康意識・動機レベルのマッチ

ング解析を実施することで，選択バイアスの影響を最小化できる。

Ⅴ　結　語

本研究事業は，行政の健康ポイント事業と医療機関が連携し，健康行動を可視化・評価する実践的モ

デルとしての意義を有している。特に，歩数活動による包括的健康行動変容効果の実証，健康志向の低

い住民層への段階的アプローチ戦略の提示，および客観的データに基づく個別化医療の基盤構築により，

今後の健康増進施策の方向性を明確に示した。

歩数という単純な指標が「ゲートウェイ行動」として機能し，運動習慣の改善，禁煙促進など包括的

な健康行動変容を促進することの実証は，効率的な公衆衛生施策の設計に重要な示唆を提供する。また，

健康志向の低い住民層への効果的介入戦略の具体的提示により，健康格差是正に向けた実践的指針を示

した。

客観的データに基づく個別化医療の推進，全住民層を対象とした包括的健康増進施策の構築，および

医療・行政連携モデルの確立に向けて，本研究で得られた基礎的知見の更なる発展と社会実装が求めら

れる。
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